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高等教育の国際化：明確な政策に向けて 

サマリー  

S・ビンセント・ランクリン 

 

ほんの 20 年前、各国はしばしば学生の流動性を世界へ進出する手段と考え、
もってエリートの国際ネットワークを築こうとした。大学は留学生を歓迎したが、
わざわざ勧誘することはほとんどなかった。今日、国境を越えた教育は経済発展
へのテコと受け止められる場合が増えている。1998～2003 年に OECD 地域の留
学生数は 50%増加し、200 万人に達した。新たな政策コンテクストとなっている
のは、外国の学生や研究者を呼び込もうとする国や教育機関の競争激化や新たな
形態の国境を越えた教育の登場である。さらに、国境を越えた教育から得られる
利益、特に経済的利益も重要性を増しているように思われる。本章は、こうした
新たなコンテクストと目的を考慮に入れ、高等教育の国際化政策を分析している。 

国境を越えた高等教育は各国に教育、文化、政策、経済面の現実的なチャン
スを提供してくれる。これらのチャンスを活かすには、各国は単に教育分野にと
どまらない視点に立って自国の状況や目的に合致したアプローチを明確化する必
要がある。政策は経済・社会政策とリンクさせる必要がある。査証（ビザ）や貿
易政策など、教育分野の直接的な責任に収まらない政策手段が必要となるからで
ある。  

国境を越えた高等教育への 4 つの主要なアプローチが特定されている。相互
理解アプローチは主に政治、文化、学術、開発援助の目標に重点を置く。熟練労
働者移住アプローチは相互理解アプローチの目標を包含するが、留学生誘致への
より積極的で的を絞ったアプローチも含むもので、受け入れ国で働く優秀な学生
（と研究者）を誘致すること、また、受け入れ国の高等教育や研究機関の競争力
強化に資することを目的としている。収益創出アプローチは相互理解アプローチ
と熟練労働者移住アプローチの目標を取り込んでいるが、直接的な商業目的も有
している。このアプローチでは、留学生は教育費を全額自己負担し、一般に公的
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な助成金は支給されない。能力開発アプローチは、新興国の比較的迅速な能力開
発手段として、実施方法を問わず、輸入された高等教育の活用を奨励する。いず
れのアプローチもすべての国が同じように利用できるものではなく、また、それ
ぞれに特有の問題がある。目的は単に教育サービスの輸出を振興することではな
い。一部のアジア／中東諸国が示しているように、教育サービスの輸入は教育サ
ービスの輸出と同じ程度のメリットをもたらすことができる。 

本章は多くの難しい政策上の問題を提起している。どうすれば国境を越えた
高等教育は先進国と開発途上国に公平にメリットをもたらすことができるのか。
国境を越えた高等教育は開発途上国の経済能力や教育能力の構築に資するが、頭
脳流出や中等後教育への援助削減につながる可能性もある。また、国境を越えた
教育はアクセス、質、公的資金助成の分野で国家的な高等教育制度や各国の教育
政策にどのような影響を及ぼすのか。非英語圏諸国は教育言語としての英語に関
してどのような立場をとるべきなのか。 

生徒の数学への取り組みにおける男女差 

サマリー  
A・シュライヒャー 

 

1. 教育の男女平等は大きく進展している。すべての OECD 諸国で、若年女
性が高校か高等教育を修了する可能性は一世代前より今日の方がはるかに高い。
OECD 諸国の 3 分の 2 で、女性の大学卒業率は今や男性と肩を並べるか男性より
高い。しかし、数学や科学などの分野を専攻している女性は依然として少ない。
本章は、この分野の対策は若者、特に子供に的を絞り込む必要があることを示唆
している。 

2. 成績の男女差は一般に小さいが、数学への興味や数学の好き嫌い、数学
関連の自信や感情、学習戦略などでは著しい男女差がある。アンケート調査によ
ると、15 歳の女子は一般に男子に比べ数学の能力に自信がなく、数学の授業に
より大きな不安や無力さ、ストレスを感じている。 

3. 学習は認識能力ばかりでなく動機付けや自信にも依存する。したがって、
女子の数学や科学の成績を向上させている教育制度も、これらの教科への女子の
関心をかきたてる必要がある。これには十分な根拠がある。質の高い学習には時
間と努力が要求される。それには学習プロセスの管理とともに、以前習得した知
識と新たな情報の間にある関係の明確な照合、可能な連関に関する仮説の形成、
新たな材料に基づくこれらの仮説の検証が必要とされる。学習者が努力するのは、
教科に強い興味を持っているか、良い成績によって外部から報いが得られる場合
のみである。したがって、生徒は積極的に学習方法を学ぶ必要がある。教える側
から見ると、これは、効果的な学習方法－目標の設定、戦略の選択、学習プロセ
スの管理と評価など－は、男女とも教育環境や教師によって育成できるし、育成
されるべきである、ということを意味する。動機付けと自信が生涯学習を促進す
る上で欠かせないのはこのためである。 
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4. 結局、様々な結果が示唆するのは、教育制度は、特に女子の数学に対す
る心構えや学習行動の側面に対処し、これを認知教育と同じように教育制度の使
命にとって中心的な目標とみなす必要がある、ということである。これは教師の
初期研修と職能開発のいずれにも影響してくる。 

教育労働者：熱意に応え、動機付けを高める 

サマリー 

P・サンチャゴ 

 

生徒が学習する上で主な牽引力となるのはおそらく授業であるということは
明らかであり、教師の積極的な姿勢を引き出すことは政策当局にとって主要な優
先課題となる。教師の動機付けは学校改革を促進する上でも重要である。本章は、
教師にとって何が重要であり、教師の動機付けを高めるにはどうすればよいかを
調査したものである。この労働の動機付け調査を用いて、どうすれば「内的な」
動機付けと「外的な」動機付けの両方がパフォーマンス、満足度、福利など労働
の結果を促進できるのかが解明されている。教師の労働面でも学校改革の面でも
その成功を支えるのは動機付けであるということが分析により強調されている。
中心的なメッセージは、学校内の実践と規則の価値と目標を受け入れ、それと一
体化することにより、教師の行動を自己動機付けする必要がある、ということで
ある。 

給与は重要であるが、給与よりはるかに力を入れて教員政策に取り組む必要
がある。教師は生徒や同僚との良好な関係、学校指導部に支持されているという
感覚、良好な労働条件、自らのスキルを高める機会などを非常に重視している。
改善目的の教師評価は、教師の仕事が評価・賞賛される多くの機会を提供すると
ともに、教師と学校の双方が職能開発の優先課題を特定するのに役立つ可能性が
ある。 

本章は、教師のパフォーマンス、満足度、福利を改善する 4 つの方法を提案
する。（ⅰ）教師の内的な動機付けを促進する、（ⅱ）教師の自己動機付けを助
長する、（ⅲ）外的な報酬をバランスよく利用する、（ⅳ）良好な労働条件に対
する教師のニーズに応える、である。これらは、より大きな課題と多様性を授業
にもたらし、教師が職能を伸ばす機会を確保し、建設的なパフォーマンスのフィ
ードバックを提供し、教師を意思決定に関与させ、教師としての強い自覚と価値
観の確立を後押しすることを意味する。 

教師としてのキャリアも多様性が増すことによって恩恵を受ける。多様性が
増せば、学校のニーズに応えやすくなるとともに、教師にとってチャンスや評価
される機会も増えるからである。学校指導部をもっと重視すれば、仕事で高く評
価されたいという教師の思いに応えやすくなる。さらに、熟練の専門職員や事務
職員を配置すれば教師の負担軽減につながり、職員室を改善すれば協調関係の強
化に役立ち、特にベテラン教師の労働条件を弾力化すれば燃え尽き症候群の防止
や重要な人材の定着につながる。 
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形成的評価による学習の改善 

サマリー 

J・ルーニー 

 

本章では、各国が教育成果の質と公平性をともに実現する上で、形成的評価
（生徒の理解度と学力向上を頻繁かつ相互に評価して、学習ニーズを特定し、授
業の仕方を決める）がいかに役立つかを分析している。OECD は 2002～2004 年
に 8 ヶ国（オーストラリアのクイーンズランド州、カナダ 3 州、デンマーク、イ
ングランド、フィンランド、イタリア、ニュージーランド、スコットランド）の
中学校の代表的クラスにおける形成的評価の政策と実践について調査した。「形
成的評価：中等教育における学習向上を目指して」（OECD、2005 年）には英語、
フランス語、ドイツ語による形成的評価に関する文献のレビューも掲載されてい
る。 

調査を行った各国とも形成的評価の実践で大幅な進展を見せている。各国を
こうした方向に突き動かしているのは、定量的／定性的データにより、形成的評
価を取り入れた授業が生徒の学習到達度を引き上げるのに役立っているとともに、
ますます多様化する生徒のニーズに教師が応えやすくし、生徒の学習結果の公平
性改善に役立っていることが示されているからである。 

• 調査に参加した各国とも形成的評価の普及促進策を講じているが、政策によ

ってできることはまだたくさんある。様々なアプローチを利用し、改革促進

や能力構築に多額の投資を行えば、改革をさらに推進できる可能性が高い。 

• 法律によって形成的評価の実践を促進・支援したり、形成的評価の実践を優

先課題として定めたりしている国もある。形成的目的のための総括的データ

の利用を奨励する取り組みも行われている。効果的な授業と形成的評価に関

するガイドラインが国のカリキュラムやその他の資料に組み込まれているケ

ースもある。ツールや見本の提供により形成的評価をサポートしているケー

スもある。形成的評価アプローチを取り入れた特別な取り組みや革新的プロ

グラムへの投資も行われている。形成的評価のための教師向け職能開発も行

われている。教育制度の全体にわたり授業と評価の真の改革を促進しようと

すれば、各国とも政策ミックスを強化し、投資を増やす必要がある。 

各国は、マクロレベルとミクロレベルの政策アプローチの連携を強める必要
もある。最も基本的なレベルでは、連携は教育のステークホルダー（利害関係
者）が、様々な政策が互いに競合しないようにすることを意味する。より高度な
レベルでは、形成的評価と総括的評価のいろいろな要素が互いに補強し合うよう
にすることを意味する。教育制度の全体にわたりより一貫して形成的評価を利用
すれば、利害関係者にとって形成的評価普及への障壁を取り除きやすくなるかも
しれない。 
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スペシャル・フォーカス 

高等教育：質、公平性、効率性 

OECD 教育大臣会合 

ギリシャ・アテネ 

2006 年 6 月 27～28 日 

 

本章は 2006 年 6 月 27～28 日にアテネで開かれた OECD 教育大臣会合から生
まれた 4 つの文書をまとめたものである。最初の文書は会合で行われた討議の議
長総括であり、どのように各大臣が高等教育の規模を拡大するだけではなく質も
向上させることで合意したかについて記している。改革は以下の 6 つの分野で必
要とされている。資金助成の改善、高等教育の公平性の強化、学習内容の一層の
絞り込み、反応性と多様性の促進、研究とイノベーションへの支援、移民の増加
と国際化への効果的な対策の案出である。 

第 2 の文書はアンヘル・グリア OECD 新事務総長のスピーチである。グリア
事務総長は、欧州のボローニャ・プロセスのような新たな国際的政策措置、研究
者の海外就労や学生の留学、高い技能を求めるグローバルな競争などを理由に、
高等教育の分野において国際的討議がいかに重要になっているのかということに
ついて各大臣の注意を喚起した。事務総長は、特に高等教育に対して公的助成が
行われているものの財源不足から拡大のコストを負担できない国では、資金助成
の改革が急務になっていると述べた。また、高等教育の成果を測る指標を改善す
る必要があることも強調し、学生の技能を調査する「高等教育版 PISA（学習到
達度調査）」を提唱した。 

第 3 の文書は会合で討議の枠組みとして用いられたイシューペーパーである。
このペーパーでは、技術、グローバル化、人口動態、ガバナンスなど、高等教育
の未来に影響する要因が取り上げられ、高等教育の目標とそれがガバナンスに与
える影響、誰が高等教育のコストを負担すべきか、高等教育の質を測るより優れ
た方法があるか、どうすれば経済への高等教育の貢献を高められるか、などにつ
いて論じられている。 

最後の文書は図表による様々な指標を提供している。これらの指標は、アク
セス機会、入学と進学、高等教育関連支出、経済的リターン、国際化など、より
幅広い社会的・経済的コンテクストに及んでいる。 
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